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(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関係会社がないため、記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。なお、第34期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期

第２四半期累計期間
第35期

第２四半期累計期間
第34期

会計期間
自 2011年４月１日
至  2011年９月30日

自 2012年４月１日
至  2012年９月30日

自  2011年４月１日
至  2012年３月31日

売上高 (千円) 2,718,115 2,135,024 5,373,040

経常利益又は経常損失（△） (千円) △24,632 4,797 116,472

四半期(当期)純利益又は四半期
純損失（△）

(千円) △26,350 1,261 113,587

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 2,949,500 2,949,500 2,949,500

発行済株式総数 (千株) 8,450 8,450 8,450

純資産額 (千円) 6,927,566 7,020,201 7,073,423

総資産額 (千円) 8,057,942 7,951,460 8,300,778

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期純損失
（△）

(円) △3.17 0.15 13.65

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ６

自己資本比率 (％) 86.0 88.3 85.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 104,290 345,967 △27,104

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △622,898 △16,088 △809,729

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △49,777 △49,974 △49,909

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) 4,329,780 4,291,326 4,011,422

回次
第34期

第２四半期会計期間
第35期

第２四半期会計期間

会計期間
自 2011年７月１日 
至 2011年９月30日

自 2012年７月１日
至  2012年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 1.28 7.76



  

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 

  

２ 【事業の内容】



当第２四半期累計期間において、財政状態および経営成績の状況の異常な変動等または、前事業年度の

有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

特に記載すべき事項はありません。 

  

(1) 財政状態 

当第２四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ349百万円減少し、7,951百万円となり

ました。 

主な要因は、現金及び預金が279百万円増加しましたが、完成工事未収入金が364百万円、船舶が116

百万円、投資不動産が34百万円、受取手形が32百万円減少したことによるものであります。 

負債合計は、前事業年度末に比べ296百万円減少し、931百万円となりました。 

主な要因は、工事未払金が240百万円、船舶特別修繕引当金が11百万円減少したことによるものであ

ります。 

純資産合計は、前事業年度末に比べ53百万円減少し、7,020百万円となりました。 

主な要因は、四半期純利益を１百万円計上しましたが、剰余金の配当として49百万円減少したこと

によるものであります。 

  

(2) 経営成績 

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要やエコカー補助金の消費刺

激策等から、緩やかな回復の兆しがみられたものの、長期化した円高や欧州の債務問題、中国経済の

減速等により、先行きは依然として不透明な状況が続いています。 

建設業界におきましては、復興需要が本格化し、自然災害に対する防災・減災工事の重要性が認識

されるようになりましたが、地域によっては、労働力・資材不足が深刻化し、労務費や資材価格の高

騰が生じています。 

このような状況のなか、当社は海洋土木工事における豊富な経験を活かし、東日本大震災の復旧・

復興工事の受注に注力し、自社船稼働の確保に努めてまいりました。 

この結果、受注高は2,636百万円（前年同四半期比22.8％増）となりました。売上高は2,135百万円

（前年同四半期比21.5％減）、営業利益は２百万円（前年同四半期は51百万円の損失）、経常利益は

４百万円（前年同四半期は24百万円の損失）、四半期純利益は１百万円（前年同四半期は26百万円の

損失）となりました。 

  

以下「第２ 事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



  
当第２四半期累計期間におけるセグメントの業績は、次のとおりであります。 

（建設事業） 

建設事業の受注高は1,628百万円（前年同四半期比17.5％増）、売上高は1,355百万円（前年

同四半期比42.6％減）となり、セグメント利益は13百万円（前年同四半期比82.3％減）となり

ました。 

（海運事業） 

海運事業の受注高は1,008百万円（前年同四半期比32.4％増）、売上高は779百万円（前年同

四半期比117.9％増）となり、セグメント利益は143百万円（前年同四半期比225.0％増）となり

ました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期累計期間のキャッシュ・フローは以下のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の減少があったものの、売上債権の減少および減

価償却額等により、345百万円の収入（前年同四半期は104百万円の収入）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資不動産の売却による収入があったものの、船舶の改造

等による設備投資をおこなったこと等により、16百万円の支出（前年同四半期は622百万円の支出）と

なりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により、49百万円の支出（前年同四半期も

49百万円の支出）となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期会計期間末残高は、4,291百万円（前年同四半期は

4,329百万円）となりました。 

  

  



  

 
  

  

 
  

  

  

  

  

 
  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,000,000

計 33,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末 
現在発行数(株) 
(2012年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(2012年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,450,000 8,450,000
大阪証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株で
あります。

計 8,450,000 8,450,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

2012年９月30日 ― 8,450,000 ― 2,949,500 ― 2,724,500



  

 
(注)  上記のほか当社所有の自己株式127,719株（1.51％）があります。 

  

(6) 【大株主の状況】

2012年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

青木あすなろ建設株式会社 東京都港区芝４丁目８－２ 4,739 56.08

伊 藤   豊 名古屋市熱田区 338 4.00

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 326 3.85

モルガンスタンレーアンドカン
パニーエルエルシー  
（常任代理人  
モルガン・スタンレーＭＵＦＧ
証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK， 

NEW YORK 10036, U.S.A.

(東京都渋谷区恵比寿４丁目２０－３)

259 3.06

ゴールドマンサックスインター
ナショナル 
（常任代理人  
ゴールドマン・サックス証券 
株式会社）

133 FLEET STREET LONDON 

EC4A 2BB, UK

(東京都港区六本木６丁目１０－１)

143 1.69

阪 田  和 弘 鳥取市 113 1.33

有限会社プルアック 東京都杉並区南荻窪３丁目１２－８ 109 1.28

エスアイエツクス エスアイエ
ス エルテイーデイー  
（常任代理人  
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

BASLERSTRASSE 100,CH-4600 

OLTEN SWITZERLAND

(東京都千代田区丸の内２丁目７－１)

100 1.18

齋 藤  廣 一 東京都港区 100 1.18

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 78 0.92

計 ― 6,305 74.61



  

 
(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式719株が含まれております。 

  

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間までの役員の異動はありません。 

  

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2012年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

127,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,250,000
8,250 ―

単元未満株式
普通株式

73,000
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 8,450,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,250 ―

② 【自己株式等】

2012年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）
青木マリーン株式会社

大阪市北区大淀南一丁目
４－15

127,000 ― 127,000 1.50

計 ― 127,000 ― 127,000 1.50

２ 【役員の状況】



当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣

府令第63号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（1949年建設省令14号）に準じて記載しておりま

す。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、第２四半期会計期間(2012年７月１日か

ら2012年９月30日まで)および第２四半期累計期間(2012年４月１日から2012年９月30日まで)に係る四半

期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について



１ 【四半期財務諸表】
(1) 【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(2012年３月31日)

当第２四半期会計期間
(2012年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,011,422 4,291,326

受取手形 ※ 203,732 171,145

完成工事未収入金 1,615,939 1,251,349

未成工事支出金 589 －

材料貯蔵品 153,002 133,132

その他 271,410 224,326

貸倒引当金 △46,100 △36,616

流動資産合計 6,209,995 6,034,664

固定資産

有形固定資産

船舶（純額） 1,602,847 1,486,704

その他（純額） 366,650 349,155

有形固定資産合計 1,969,498 1,835,859

無形固定資産 9,318 7,979

投資その他の資産

投資有価証券 49,785 45,490

投資不動産 37,982 3,864

その他 24,197 23,602

投資その他の資産合計 111,965 72,957

固定資産合計 2,090,782 1,916,795

資産合計 8,300,778 7,951,460

負債の部

流動負債

工事未払金 626,503 386,025

未払法人税等 12,805 11,341

未成工事受入金 61,823 54,993

賞与引当金 37,788 42,083

その他 143,981 105,600

流動負債合計 882,902 600,044

固定負債

退職給付引当金 231,621 236,394

船舶特別修繕引当金 83,645 72,530

その他 29,186 22,288

固定負債合計 344,452 331,214

負債合計 1,227,355 931,258



（単位：千円）

前事業年度
(2012年３月31日)

当第２四半期会計期間
(2012年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,949,500 2,949,500

資本剰余金 2,724,500 2,724,500

利益剰余金 1,446,097 1,397,418

自己株式 △31,839 △32,086

株主資本合計 7,088,258 7,039,331

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △14,835 △19,130

評価・換算差額等合計 △14,835 △19,130

純資産合計 7,073,423 7,020,201

負債純資産合計 8,300,778 7,951,460



(2) 【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 2011年４月１日
至 2011年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2012年４月１日
至 2012年９月30日)

売上高 2,718,115 2,135,024

売上原価 2,598,610 1,978,104

売上総利益 119,505 156,920

販売費及び一般管理費 ※ 170,542 ※ 154,037

営業利益又は営業損失（△） △51,037 2,883

営業外収益

受取利息 582 561

受取配当金 2,070 1,230

負ののれん償却額 23,526 －

その他 225 122

営業外収益合計 26,404 1,914

経常利益又は経常損失（△） △24,632 4,797

特別利益

投資不動産売却益 581 696

特別利益合計 581 696

特別損失

固定資産除却損 44 －

特別損失合計 44 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △24,095 5,493

法人税、住民税及び事業税 2,255 4,232

法人税等合計 2,255 4,232

四半期純利益又は四半期純損失（△） △26,350 1,261



(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 2011年４月１日
至 2011年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2012年４月１日
至 2012年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△24,095 5,493

減価償却費 97,856 187,671

負ののれん償却額 △23,526 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18 △9,484

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,179 4,295

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,837 4,773

船舶特別修繕引当金の増減額（△は減少） 12,276 △11,114

受取利息及び受取配当金 △2,652 △1,791

固定資産除却損 44 －

投資不動産売却損益（△は益） △581 △696

売上債権の増減額（△は増加） 72,229 397,176

未成工事支出金の増減額（△は増加） △3,206 589

材料貯蔵品の増減額（△は増加） △4,799 19,870

仕入債務の増減額（△は減少） △111,541 △240,478

未成工事受入金の増減額（△は減少） 115,693 △6,830

その他 △11,277 1,001

小計 110,420 350,477

法人税等の支払額 △6,130 △4,510

営業活動によるキャッシュ・フロー 104,290 345,967

投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額 2,652 1,791

有形固定資産の取得による支出 △643,981 △52,693

無形固定資産の取得による支出 △1,021 －

投資不動産の売却による収入 19,451 34,814

投資活動によるキャッシュ・フロー △622,898 △16,088

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △49,748 △49,727

その他 △28 △247

財務活動によるキャッシュ・フロー △49,777 △49,974

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △568,385 279,904

現金及び現金同等物の期首残高 4,898,165 4,011,422

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,329,780 ※ 4,291,326



該当事項はありません。 

  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【会計方針の変更等】

当第２四半期累計期間
(自  2012年４月１日  至  2012年９月30日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社は、法人税法の改正にともない、第１四半期会計期間より、2012年４月１日以後に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法にもとづく減価償却の方法に変更しております。

これにともなう損益に与える影響は軽微であります。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】



  

※  四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

前事業年度の期末日満期手形及び当第２四半期累計期間の四半期会計期間末日満期手形は、次のとお

りであります。 

 
  

※  販売費及び一般管理費のうち主な科目及び金額は、次のとおりであります。 

 
  

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。 

 
  

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

前事業年度
（2012年３月31日)

当第２四半期累計期間
（2012年９月30日)

受取手形 33,351千円 ― 千円

(四半期損益計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自 2011年４月１日
至 2011年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  2012年４月１日
至  2012年９月30日)

役員報酬 33,765千円 31,050千円

従業員給料手当 54,041千円 46,678千円

法定福利費 11,965千円 11,170千円

賞与引当金繰入額 6,531千円 6,771千円

貸倒引当金繰入額 18千円 △9,484千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自 2011年４月１日
至 2011年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  2012年４月１日
至  2012年９月30日)

現金及び預金 4,329,780千円 4,291,326千円

現金及び現金同等物 4,329,780千円 4,291,326千円



  

前第２四半期累計期間(自  2011年４月１日  至  2011年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。 

  

当第２四半期累計期間(自  2012年４月１日  至  2012年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。 

  

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2011年５月11日 
取締役会

普通株式 49,943 ６ 2011年３月31日 2011年６月23日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2012年５月11日 
取締役会

普通株式 49,940 ６ 2012年３月31日 2012年６月21日 利益剰余金



  

Ⅰ  前第２四半期累計期間(自  2011年４月１日  至  2011年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項) 

 
(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：千円)

報告セグメント

建設事業 海運事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 2,360,539 357,575 2,718,115

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 2,360,539 357,575 2,718,115

セグメント利益 75,322 44,183 119,505

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 119,505

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) 170,542

四半期損益計算書の営業損失（△） △51,037



  
Ⅱ  当第２四半期累計期間(自  2012年４月１日  至  2012年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項) 

 
(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

(単位：千円)

報告セグメント

建設事業 海運事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 1,355,844 779,179 2,135,024

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 1,355,844 779,179 2,135,024

セグメント利益 13,337 143,582 156,920

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 156,920

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) 154,037

四半期損益計算書の営業利益 2,883



  

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は次のとおりでありま

す。 

  

 
（注）１ 当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 ２ 前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

項目
前第２四半期累計期間
(自 2011年４月１日
至 2011年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  2012年４月１日
至  2012年９月30日)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失
（△）

△3.17円 0.15円

(算定上の基礎)

四半期純利益又は四半期純損失（△）(千円) △26,350 1,261

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

△26,350 1,261

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,323 8,323

(重要な後発事象)



  

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

2012年11月８日

青木マリーン株式会社 

取締役会  御中 

 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている青

木マリーン株式会社の2012年４月１日から2013年３月31日までの第35期事業年度の第２四半期会計期間

(2012年７月１日から2012年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(2012年４月１日から2012年９月30日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、青木マリーン株式会社の2012年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士   松   井    隆   雄   印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士   福   島    英    樹   印

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。


